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results about water level measurement sensor and hydrogen sensor in severe environmental conditions are 
described.   
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１．緒言 

2011 年 3 月に発生した東日本大震災で被災した福島第

一原子力発電所では、設計基準事象を超える過酷事故が

発生して多くの計装機能を喪失し、事故対応が困難にな

った。そこで、安全対策の強化を目的として、過酷事故

時の原子炉や格納容器、使用済燃料プールを対象とし、

以下の5つのシステムを開発している。 
・原子炉水位計測システム 
・水素濃度検出システム 
・PCV監視計装システム（電極型温度計式水位計） 
・PCV監視計装システム（CAMS放射線モニタ） 
・使用済燃料プール計装システム 
 
原子炉水位計については、過酷環境に適用可能な原子

炉水位計計測システムとして、差動型熱電対式、超音波

式、放射線式の 3 方式から構成される原子炉水位計測シ

ステムを開発している。差動型熱電対式は通常運転時か

ら燃料溶融が始まるまで継続して原子炉水位を計測し、

超音波式は燃料溶融から原子炉底部に溶融堆積するまで

の原子炉水位を計測する。放射線式は燃料溶融の有無に

関わらず計測を多様化するための水位計である。差動型

熱電対式水位計は、通常時の炉心の出力分布を計測する

ために製品化済みのガンマサーモメータを基本構造とす

る。これまでに大気圧の沸騰状態で熱伝達率の差から気

中と水中が判断できることを試験で確認した。 
他方、水素濃度検出システムについては、過酷環境に

適用でき、水素吸蔵合金の抵抗変化から濃度を定量する

水素吸蔵材料式の水素センサを開発している。これまで

に水素吸蔵合金の材料について検討を行い、高温環境や

水蒸気雰囲気に適用可能な水素吸蔵合金としてパラジウ

ムが有効であることを試験で確認した。 
過酷事故環境に適用可能な差動型熱電対式水位計およ

び水素吸蔵材料式水素センサについて、開発状況や試験

結果について報告する。 
連絡先:黒田 英彦、〒235-8523 神奈川県横浜市 
磯子区新杉田町8、（株）東芝  
E-mail: hidehiko.kuroda@toshiba.co.jp 



 

２．差動型熱電対式原子炉水位計測システム 

2.1 原子炉水位計の要求仕様 

過酷事故時における原子炉水位の計測目的は、炉心燃

料の冷却状態の監視である。過酷事故時の原子炉内は、

溶融した炉心燃料で冷却水が高温となり、さらに水蒸気

雰囲気となる。計測範囲は、炉心燃料が健全な位置にあ

る時の有効燃料上端から、炉心燃料が溶融して堆積する

原子炉底部までに設定する必要がある。要求仕様につい

ては、別途まとめているSA計装に要求される環境条件[1]
に従い、原子炉圧力容器が損傷するSA2に対する耐環境

性を有する必要がある。詳細は以下のとおりである。 
・ 計測レンジ: 有効燃料上端から原子炉底部 
（差動型熱電対式は事故初期を監視するため、有効

燃料上端から有効燃料下端までとする） 
・ 計測精度：±1m 
・ 耐熱性：（原子炉内）冷却水302℃、蒸気500℃ 

（格納容器内）300℃ 
・ 耐圧性：（原子炉内）8.62MPa、（格納容器内）1.0MPa 
・ 耐放性：（格納容器内）5MGy 
・使用期間：72時間 

 
2.2 差動型熱電対式原子炉水位計のシステム構成 

（1） 測定原理 

測定原理をFig.1に示す。水位計の測温点は、ヒータお

よび差動型熱電対で構成される。差動型熱電対の 2 つの

接点の一方は、外部との間に断熱層を持つ構造である。

断熱層がある接点は、ヒータ発熱時の外部冷却材への熱

伝導が小さく温度が高くなることから温接点と呼ばれ、

断熱層がない接点は、熱伝導が大きく外部冷却材と同じ

温度となることから冷接点と呼ばれる。 
温接点は断熱層があるため、外部が水中や気中である

ことに関わらずヒータの発熱で温度が上昇する。他方、

冷接点は外部が気中の時には気体の熱伝達率が小さく、

冷接点は温接点と同様に温度が高くなって両接点の温度

差は小さい。しかし、外部が水中の時は水の熱伝達率が

大きいことから冷接点の温度が上昇しないため、両接点

に大きな温度差が生じる。 
差動型熱電対には温度差により起電力が生じる。ヒー

タを加熱した際の気中及び水中での差動型熱電対の出力

電圧の変化をFig.2に示す。外部が気中の時は両接点の温

度差が小さいことから温度差に比例する出力電圧の波高

値は小さい。逆に、外部が水中の時は両接点に大きな温

度差が生じ、温度差に比例する出力電圧の波高値は大き

くなる。差動型熱電対式水位計は、出力電圧の波高値の

違いから水中と気中を判定する。 
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Fig.1 Measurement principle  

 

 
Fig.2 Transient response in water and air 

 

（2） システム構成 

システム構成をFig.3に示す。差動型熱電対式水位計を

炉心内部に配置し、出力電圧をケーブルで中央制御室へ

伝送する。中央制御室に設置した信号処理装置で、ヒー

タ制御、水位判定及び表示/記録を行う。消費電力を抑え

るため、ヒータ加熱を間欠的に行う（パルスヒーティン

グ）方式を採用する。 
差動型熱電対式水位計は LPRM（Local Power Range 

Monitor:局部領域出力モニタ）検出器集合体内に設置し、

1 本の水位計で 9 個の測温点を上下方向に配置すること

が可能である。LPRM検出器集合体には複数のLPRMと

差動型熱電対式水位計が束ねられており、原子炉底部の

案内管から炉心に挿入される。 
差動型熱電対式水位計は、炉心燃料の核分裂反応で発

生するガンマ線による発熱から通常プラント運転時の炉



心出力分布を求めるガンマサーモメータと基本構造が同

じである。ガンマサーモメータは実機試験を終えており、

製品化を完了している。 
試験用の水位計の構造をFig.4に示す。A-A断面図に示

すように直径 7.87mm の水位計の中心にヒータが設置さ

れ、ヒータを取り囲むように差動型熱電対が設置される。

A-A 断面図は冷接点であり、差動型熱電対の外側は熱伝

導率の高いコアチューブで被覆される。B-B 断面図は温

接点であり、コアチューブの外側にアルゴンガスを封入

した断熱層がある。 
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Fig.3 Water Level Measurement System in Reactor 

Pressure Vessel of BWR 
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 Fig.4 Water level measurement sensor  

 
2.3 基礎試験 

（1） 沸騰環境の試験 

原子炉内の冷却水は高温状態および沸騰状態にあり、

このような環境では水中と蒸気中の熱伝達率差が小さ

くなるため、水中と蒸気中の判定が困難になる可能性

がある。そこで、沸騰状態においても、水中と蒸気中

の差動型熱電対の出力電圧に差があることを確認した。

試験では、ヒータの加熱時間を40秒とし、大気圧環境

において沸騰水中と蒸気中との差動型熱電対式の出力

電圧の時間変化を測定した。測温点は3点で、X1、X2
は水中、X3は蒸気中である。 
試験結果をFig.5 に示す。図には、2 回連続して測定

した時の沸騰水中と蒸気中での出力電圧の変化を示し

ている。沸騰水中の水中と蒸気中の出力電圧は、ヒー

タ加熱で上昇を開始して加熱停止時に最大となり、そ

の後減衰する。水中のX1、X2 はほぼ同一の測定値と

なった。水中の出力電圧の波高値は1.3mVであり、蒸

気中の波高値0.8mVに比べて大きく、沸騰状態でも出

力電圧に差があることがわかった。閾値を1.0mV程度

に設定することで沸騰水中と蒸気中を判定できる。な

お、蒸気中の125秒、220秒、250秒などにパルス状の

電圧上昇が見られる。これは沸騰で発生した蒸気が凝

縮して水位計の表面を流れ落ち、測温点の冷接点を通

過してヒータ熱を吸収することで、瞬間的に温接点と

の温度差が大きくなることが原因と推定している。 
 

 
Fig.5 Voltage response to pulse heating in the 

atmosphere  

 
（2） 高温高圧環境の試験 

過酷事故時の原子炉内で想定される圧力7.5MPa、温
度 290℃の高温高圧環境で水位計測が可能であること

を確認した。試験では圧力容器内に試験用の水位計を

設置し、容器内の圧力を 7.5MPa に設定することで過

酷事故時の高温高圧環境を模擬した。ヒータを60秒間

加熱し、3 つの測定点について熱起電力の時間変化を

測定した。測定点が水中の時の試験結果をFig.6、気中

の時の試験結果を Fig.7 にそれぞれ示す。水中と気中

の出力電圧は、沸騰水中時と同様、ヒータ加熱で上昇

を開始して加熱停止時に最大となり、その後減衰する。

水中の波高値の3つの平均は約1.2mVであり、気中の



 

波高値の平均0.8mVに比べて大きい。以上より高温高

圧環境でも、蒸気中と水中の出力電圧に差があること

がわかった。閾値を1.0mV程度に設定することで、高

温高圧環境でも沸騰水中と蒸気中の判定が可能である。

なお、Fig.7 の時間 30 秒に見られるパルス状の電圧上

昇は、Fig.5と同様、蒸気の凝縮水で冷接点のヒータ熱

が吸収され、瞬間的に温接点との温度差が大きくなる

ことが原因と推定している。 
 

 
Fig.6 Voltage response to pulse heating in water  

at 290℃ 

 

 
Fig.7 Voltage response to pulse heating in vapor 

at 7.5MPa 

 

３．水素吸蔵材料式水素濃度検出システム 

3.1 水素濃度検出システムの要求仕様 

格納容器内の水素濃度計測の目的は、高温になった炉

心燃料や燃料被覆管が水蒸気と接触することで発生する

水素の監視である。この場合、格納容器内に堆積した炉

心燃料に冷却水が接触することで高温の水蒸気雰囲気と

なる。要求仕様については、別途まとめているSA計装に

要求される環境条件[1]に従い、格納容器が損傷するSA3a

に対する耐環境性を有する必要がある。詳細は以下のと

おりである。 
・ 計測レンジ： 0～30vol.% 
・ 計測精度：±2%F.S. 
・ 応答時間：40秒以下（90%応答） 
・ 耐熱性：（格納容器内）蒸気700℃ 
・ 耐圧性：（格納容器内）1.0MPa 
・ 耐放性：（格納容器内）5MGy 
・ 使用期間：72時間 
 

3.2 水素濃度検出システムの構成 

（1） 測定原理 

水素吸蔵合金が水素を吸蔵すると電気抵抗が増加する

性質を利用して水素濃度を計測する。メカニズムをFig.8
に示す。[2][3] 
①水素分子（H2）が水素吸蔵合金の表面に吸着、解離

して水素原子（H）を生成する。 
②水素原子が水素吸蔵合金の内部へ拡散し、格子の空 
隙に侵入し、固溶体を形成する。 

③水素原子のポテンシャルと、固溶した水素原子によ

って生じた格子の歪みで自由電子が散乱される。 
④自由電子の散乱で水素吸蔵合金の比抵抗が増加する。 

 

 

 

 

 

 

Fig.8 Principle of the hydrogen detection 

 

水素分子の分圧と金属中の水素原子密度との間には、

α相（水素原子が固溶している状態）の場合、式3-1に示

すジーベルツの法則が成立し、水素原子密度は水素分圧

の1/2乗に比例する。 
 
                    式3-1  
 
ここで、χ：水素吸蔵合金中の水素原子密度,P：水素分圧、

ΔHS：溶解熱、Rconst：気体定数、T：絶対温度である。さ

らに、α相では水素原子密度が抵抗の変化率に比例する

[4]ことから、次式が成立する。 
 

式3-2 
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ここで、R：水素吸蔵後の水素吸蔵合金の抵抗、R0：水素

吸蔵前の水素吸蔵合金の抵抗、ΔR=R－R0である。抵抗変

化率（ΔR/R0）を測定することで水素分圧を求めることが

できる。得られた水素分圧と絶対圧から水素濃度を算出

する。 
 

（2） システム構成 

システム構成をFig.9に示す。水素吸蔵材料式水素セン

サを格納容器内に配置し、抵抗値を中央制御室に設置し

た測定装置で計測する。また、機械式等の圧力センサで

格納容器内の全圧を計測する。計測した抵抗値と全圧か

ら水素濃度を算出し、表示/記録を行う。 
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Fig.9 Configuration of hydrogen concentration 

measurement system in primary containment vessel 

 

3.3基礎試験 

水素センサは格納容器内に設置されるため、過酷事故

時には高温高湿の雰囲気に晒される。このため、温度及

び水蒸気が水素センサに及ぼす影響について、以下の項

目を試験により評価した。 
(1) 抵抗変化率の水素分圧依存性、温度依存性 
(2) 抵抗変化率の水蒸気分圧依存性 

 
試作した水素センサの構造及び外観を Fig.10 に示す。

水素吸蔵合金としてPd（パラジウム）を採用し、直径50μm，

長さ1.9mのPdワイヤを外径1cmのアルミナ管に巻きつ

ける構造とした。Pd ワイヤ同士の接触を防止するため石

英を主成分とするグラスファイバを間に巻き、Pd ワイヤ

の端部にリード線（Ni, 直径0.5mm）を圧着で接合した。

また、試験装置概略図を Fig.11 に示す。水素センサを温

度制御が可能なチェンバ内に収容し、4端子法抵抗計（精

度：約10mΩ）を用いてPdワイヤの抵抗を測定する。試

験ガスには水素ガスと窒素ガスの混合ガスを用い、水蒸

気分圧を制御可能な装置とした（精度：2kPa）。 
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Fig.10 Structure and appearance of the hydrogen sensor for 

experiments   
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（1） 抵抗変化率の水素分圧依存性、温度依存性 

水素分圧：0.1～101kPa、温度：110～700℃の範囲で抵

抗変化率を測定した。一例として水素センサ温度：700℃、

水素分圧：4kPaにおける抵抗の波形をFig.12 に示す。立

ち上がりの 90%応答時間は 3 秒以下であり、水素濃度の

変化に対する応答性の高さを確認できた。700℃で0.1kPa
の水素を検出可能であることも確認できた。ただし、水

素分圧 0.1kPa では応答時間が長くなっており、今回の測

定時間では水素の吸収及び放出が平衡に達していなかっ

た可能性が考えられる。 
各試験温度での水素分圧と抵抗変化率との相関を

Fig.13に示す。図中の直線は、各温度について水素分圧が

1kPa 以上のデータを累乗近似したものである。累乗指数

は0.54～0.57であった。これから、水素分圧：1～101kPa、



 

温度：110～700℃の範囲で、式3-2で示されるジーベルツ

の法則がほぼ成立することが確認できた。 
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Fig.12 Transient response to step changes in H2 pressure at 

700℃ 
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Fig.13 ΔR/R0 vs. H2 pressure 

 
（2） 抵抗変化率の水蒸気分圧依存性 

水素分圧：4kPa、温度：210℃の一定の条件で、水蒸気

分圧：0～85kPa の範囲で変化させて抵抗変化率を測定し

た。水蒸気分圧と抵抗変化率との相関を Fig.14 に示す。

抵抗変化率の変化は誤差範囲内であり、水蒸気分圧は抵

抗変化率にほとんど影響を及ぼさないことが確認できた。 
過酷事故時の水蒸気環境下における、水素吸蔵材料式

での水素濃度計測の有効性を確認できた。 
 
 
 
 

 
  Fig.14 ΔR/R0 vs. steam pressure 

 
4. 結言 

差動型熱電対式原子炉水位計測システムについては、

過酷事故を模擬した290℃/7.5MPaの高温高圧環境で基礎

試験を行い、ヒータ加熱時の温度上昇による差動型熱電

対の出力電圧から水中と気中を判定できることが確認で

きた。水素吸蔵材料式の水素濃度検出システムについて

は、過酷事故時の格納容器内で想定される700℃の高温環

境や水蒸気雰囲気下でも水素濃度を計測可能であること

が確認できた。 
引き続き、実機適用に必要な過酷事故時の適用性評価

を進める。 
なお、本研究は、国内電力11社（北海道電力、東北電

力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電

力、四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発）

および国内プラントメーカ3社（日立GE ニュークリア・

エナジー、東芝、三菱重工業）の共同研究成果の一部で

あり、経済産業省 資源エネルギー庁の発電用原子炉等

安全対策高度化技術開発補助金交付事業として実施して

いる。 
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